
資料５：高潮に備えたソフト施策の状況

①取り組み例：情報提供
②取り組み例：高潮を想定したＢＣＰ
③取り組み例：地域連携ＢＣＰ
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①取り組み例 ： 情報提供

■水防法の改正により、想定しうる 大規模の高潮を前提とした浸水想定区域を新たに公表することとなった。

■また、都道府県知事が危険水位に到達したことを市町村等に伝達することとなり、適切な避難勧告の発令に寄与。

資料：第2回高潮水防の強化に関する技術検討委員会 参考資料



2資料：衣浦港・三河港港湾BCP検討会議資料より作成

◆三河港ＢＣＰにおける高潮の対応計画

②取り組み例 ： 高潮を想定したＢＣＰ（三河港ＢＣＰ）

3資料：三河港BCP（港湾物流編）

◆三河港ＢＣＰにおける発災後の対応（行動）のタイムライン（高潮）

②取り組み例 ： 高潮を想定したＢＣＰ（三河港ＢＣＰ）



◆モデル事業の概要

③取り組み例 ： 地域連携ＢＣＰ（中部経済産業局の取り組み事例）

資料：中部経済産業局「 “災害に強いものづくり中部”の構築」
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■ 中部経済産業局では平成24年度に地域連携BCP策定ポイント集（工業団地編）を公表すると
ともに、各種研修やセミナー等を開催。

■ 平成２５年度にはモデル地域を選定し、地域連携における対応課題の検討を実施。
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③取り組み例 ： 四日市霞コンビナートBCP

■霞コンビナート企業立地図

■原材料及びユーティリティ供給状況イメージ図

■被害想定

■事業再開におけるフェーズ別の主要課題

資料：㈳地域問題研究所「石油コンビナートにおける地域連携BCMS構築に向けて」

地域連携ＢＣＭＳの内容
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③取り組み例 ： 四日市霞コンビナートBCP

表 霞コンビナートBCPにおける各社個別対応と地域連携対応

フェーズ 主要課題 個社での対応 地域が連携して対応

① 地震発災直後 • 発災時におけるプラントの停止状況
の確認・情報共有

• 保安用電力の確保
• 入出荷整備（配管，タンク，桟橋等）

の使用停止と津波被害への備え

• プラントの停止状況（自動停止の状
況）の確認

• 関連会社・事業所のプラント停止状況
と整合性の確認

• 計器室用自家発電装置の稼働（停電
時）

• 各社の自動停止基準情報の共有化
• 災害時の各社の設備の停止情報の集約

化
• コンビナート災害対策本部（本部の立ち上

げと情報一元化）
• 桟橋の機能確保

② 安全停止 • 緊急点検、安全停止に必要な人員の
確保

• 設備、配管の緊急点検
• 手順に沿った安全停止
• 消防車両の避難場所の確保

• 設備・配管の緊急点検（異常発見のみ
緊急点検）

• 手順に沿った安全停止
• 安全停止に必要な窒素の確保（必要

量の想定と備蓄）

• 配管内の滞留ガスの放出対策
• 窒素の必要量（コンビナート全体）の把握

と備蓄
• 桟橋の機能確保
• 消防車両の避難場所の確保

③ 被害の確認・設備の点検 • 設備、配管の点検と被害状況の把握
• 事業再開に向けた問題点の洗い出し
• 復旧作業計画の策定

• 設備・配管の点検と被害状況の把握
（授業印で対応）

• 事業再開に向けた問題点の洗い出し
• 復旧作業計画の策定

• コンビナート災害対策本部（災害対策組織
の設置）

• 点検要員の融通
• 作業の共同化

④ 生産設備の復旧 • 事業再開までの代替生産先の確保
• 復旧活動に必要な 低限のインフラ

確保
• 事業再開時期の顧客への連絡
• 復旧作業にあたる従業員の確保

• 事業再開までの代替生産先の確保
• 事業再開時期の顧客への連絡
• 復旧作業員の確保、復旧作業のため

の重機、燃料の確保

• インフラの復旧（道路等の復旧）
• コンビナート災害対策本部（災害対策組織

の設置）
• ごみの保管場所の確保
• 輸送手段の確保（物資の輸送手段の確

保）
• 燃料の確保
• 物流設備等の融通（タンク、軽量台秤等の

融通）

⑤ 事業再開 • 事業再開に向けた設備点検
• 関係機関による検査（検査スケジュー

ルの調整）
• 整定運転から通常運転（本格復旧

へ）

• 事業再開に向けた設備の点検
• 関係機関による検査
• 事業再開の決定

• コンビナート災害対策本部（災害対策組織
の設置）

資料：㈳地域問題研究所「石油コンビナートにおける地域連携BCMS構築に向けて」


